
 

令和８年３月 16日 

 

四日市市議会 

議長 村山 繁生 様 

 

  産業生活常任委員会 

委員長 谷口 周司 

 

産業生活常任委員会行政視察報告 

 

 産業生活常任委員会が行政視察を行いましたので、その結果を次のとおり報

告いたします。 

 

記 

 

１．視察日時  令和８年１月 20日（火）～１月 22日（木） 

 

２．視察都市     北広島市、札幌市、千歳市 

 

３．参加者     谷口周司、今村厚美、伊藤嗣也、太田紀子、加納康樹、 

小林博次、笹井絹予、辻 裕登、山口智也 

     （随行）後藤智子 

 

４．調査事項  別紙のとおり 
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（北広島市） 

１．市勢    市制施行 平成８年９月１日 

  人  口 56,109人（令和７年 12月 31日付） 

  面  積 119.05平方キロメートル 

 

２．財政   令和７年度一般会計当初予算  341億 2,452万 8千円 

       令和７年度特別会計当初予算  129億 7,469万 5千円 

       令和７年度企業会計当初予算       66億 1,533万 9千円 

  合  計        537億 1,456万 2千円 

   

３．議会   条例定数 22 

３常任委員会（総務、民生、建設文教） 

 

４．視察事項 

生涯現役地域づくり環境整備事業について 

 

（１）視察目的 

北広島市では、厚生労働省が推進する「生涯現役地域づくり環境整備事業」を活用

し、「北広島市生涯現役地域づくり環境整備協議会」が主体となって、令和４年８月

から令和７年３月までの期間で事業を実施した。この事業は、人生 100 年時代を見

据え、働く意欲のある高年齢者が地域社会で活躍できる多様な就労・社会参加の機会

を創出し、その持続可能なモデルを構築するものである。具体的には、高齢化が進行

する団地地区を重点地区に定め、住民主体による起業や就業を支援するプラットフ

ォームの形成、マッチング支援、スキルアップ講座の開催など、多岐にわたる活動を

展開している。 

本市においても、高齢化の進展に伴い、高齢者の生きがいづくりや社会参加の促

進、さらには地域内における労働力不足の緩和が重要な課題となっている。高齢者が

それぞれのライフスタイルや特技に応じて柔軟に活躍できる仕組みづくりや、事業

終了後も見据えた持続可能なネットワークの構築について、北広島市の先進的な事

例を学ぶことで、本市における支援策の参考とすべく視察を行った。 
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（２）北広島団地地区における高齢化と事業の目的 

 

 

 

 

 

  

 北広島市は、北海道ボールパーク Fビレッジの開業により、年間約 537万人が訪れる

観光地としての側面を持つ一方で、市内には高度経済成長期に開発されたニュータウ

ン（北広島団地地区）を抱えている。 担当者の説明によると、この団地地区の高齢化

率は 46.6％、特に 75歳以上の後期高齢者が 30.1％を占めており、冬場のごみ出しや除

雪が困難、免許返納後の移動手段がない、といった生活課題が深刻化している。こうし

た中、高齢者が支援される側にとどまるのではなく、自らのスキルや意欲を生かして地
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域活動や就労に参加できる仕組みを作るため、厚生労働省の委託事業を活用し、産官学

金が連携した協議会を設立した。 

 

（３） 住民ワークショップとＩＣＴを活用した就労マッチング 

 

 

事業の推進にあたっては、廃校となった小学校を活用した施設、地域連携ホーム「と

もに」を拠点としている。特徴的なのは、行政主導ではなく、住民参加型のワークショ

ップを通じて、ドッグラン運営やスウェーデントーチ作成などの事業案を住民自らが

創出した点にある。また、就労支援の新たな試みとして、スキマバイトアプリを展開す

る株式会社タイミーとの連携が行われた。担当者は、従来のシルバー人材センターでは、

植木剪定や除雪など体力を要する仕事が多く、高齢者のニーズとミスマッチが起きて

いたと指摘。スマホアプリを活用し、福祉施設での配膳やベッドメイク、清掃など資格

不要な軽作業を仕事の切り出しとして企業側に提案し、短時間・スポットで働きたい高

齢者とのマッチングを図る実証実験が行われた。 
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（４）３年間の成果と今後の課題 

 

 

３か年の実証事業の結果、住民同士のつながり創出や、生きがい就労への意識醸成と

いった成果が確認された。一方で、課題として収益性の確保が挙げられた。担当者は、

協議会を維持するための人件費や運営費を事業収益だけで賄うことはハードルが高く、

完全な自走化は難しいと説明。また、企業側において高齢者が担える業務を切り出すノ

ウハウが不足している点も課題とされた。本事業の協議会は令和７年６月に解散した

が、構築されたネットワークや活動拠点の運営は、地元の社会福祉法人である北海長正

会が中心となって引き継ぎ、無理のない範囲で地域活動として継続されている。 

 

５．委員からの質疑 

Ｑ．厚生労働省所管事業に関し、本来の事務分掌に基づく福祉部局ではなく、企画担当

部署が事務を所管するに至った経緯について知りたい。 

Ａ．福祉部局は介護等の喫緊の課題への対応が主となり、民間連携を伴う広範な地域づ

くりへの展開に苦慮していた。そのため、民間企業との調整に長けた企画課を窓口と

することで、事業を高齢者福祉の限定的な枠組みにとどめず、市全体のまちづくりと

いう広い視点から推進することとした。 

Ｑ．部局横断的な連携体制の構築に向け具体的にどのように取り組んだのか。 

Ａ．組織規模が比較的コンパクトであり、多くの職員が同一庁舎内に配置されているこ

とから、部局間の物理的・心理的距離が近く、横断的な連携が組織風土として深く定

着している。課題発生時には、所属部署の枠組みにとらわれず即応的に相互協力を行
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う体制が日常化しており、円滑な連携が確保されている。 

Ｑ．高齢化が顕著な北広島団地地区において、本事業を推進する必要性および実施に至

った背景は何か。 

Ａ．高齢化が進む地区の廃校跡地を活用し、住民の健康寿命を延ばす事業に着手した。

数年単位の人事異動により方針が変動しやすい行政に対し、地域に根差した民間事業

者が主導することで、長期にわたって一貫した運営体制を維持し、事業の安定的な推

進を図ることが必要だった。 

Ｑ．スタッフの年齢構成および各事業における収益性の現状について確認したい。 

Ａ．従事者は大学生から 80 歳代までと幅広く、多世代が参画している。収益面につい

ては、スウェーデントーチ等一部製品の販売収入があるものの、原材料費や加工費等

の諸経費で相殺される状況にある。現時点では、雇用創出や賃金支払いを伴う自立的

な収益の確保には至っていない。 

（意見）事業の自走には課題があるものの、地域における必要性の極めて高い事業であ

ると認識した。 

Ｑ．株式会社タイミーとの連携に関し、現役世代の利用状況および高齢者の就労促進に

向け、どのような取組をしているのか。 

Ａ．高齢者層には馴染みの薄かったスポットワークに対し、企業側へ専門資格を要さな

い配膳や清掃等の業務の切り出しを促すことで、新たな就労機会を創出している。本

取組は、単なる労働力の確保にとどまらず、就労を通じた他者への貢献や生きがいの

醸成など、高齢者の社会参画に寄与している。 

Ｑ．株式会社タイミーとの連携に至った経緯、およびスマートフォン利用を前提とした

運用状況と端末未所持者への対応策を確認したい。 

Ａ．連携の経緯については、同社より本市へ直接の働きかけがあり、その提案内容が本

市の課題解決に資するものと判断し、実施に至ったものである。利用については、高

齢者社会におけるデジタル化の進展を見据え、スマートフォンを基本としており、標

準的な運用と位置づけている。なお、端末未所持者等に対しては、個別支援等の適切

な措置を講じることで、利用機会の格差が生じないよう配慮している。 

 

６．委員会としての所感 

北広島市の生涯現役地域づくり環境整備事業は、北海道ボールパーク Fビレッジ開業

による地域活性化の一方で、高齢化率が 40％を超える団地地区が抱える課題に対し、

住民の意欲を引き出しながら解決を図る先進的な取組であった。 
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特に印象的であったのは、既存のシルバー人材センターでは対応が難しい、短時間勤

務や軽作業という高齢者のニーズに対し、株式会社タイミーが展開するスキマバイトア

プリを活用して就労マッチングを図る試みである。企業側が高齢者に任せられる業務を

細分化し、仕事の切り出しを行い、高齢者がスマートフォンを活用して社会参加する仕

組みについては、労働力不足の解消と高齢者の生きがい創出を同時に実現する手段とし

て非常に画期的であると感じた。 

また、住民ワークショップを通じて、住民自身の趣味や特技を生かしたドッグラン運

営等の事業が創出されている点も興味深い。補助金終了後の収益確保という課題はある

ものの、高齢者が支えられる側から地域で活躍する側へと転換するモデルケースとして、

本市においても高齢者福祉施策や地域コミュニティの活性化を検討する上で、大いに参

考となる事例であった。 

北広島市の事例は、高齢者の社会参加を単なる福祉施策としてだけでなく、地域経済

を支える労働力の確保という産業振興の視点からもとらえている点に大きな学びがあ

った。今後は、高齢者が持つ潜在的な力を地域産業にどう生かしていくかという観点か

ら、福祉や産業といった分野の垣根を越えた連携の可能性についても、柔軟に模索して

いくことが望まれる。今回の視察で得た知見を本市の魅力的な取組につなげられるよう、

議会として検討を重ねていきたい。  
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（札幌市） 

１．市勢    市制施行 大正 11年８月１日 

  人  口 1,964,894人（令和７年４月１日付） 

  面  積 1,121.26平方キロメートル 

 

２．財政    令和７年度一般会計当初予算 1兆 2666億円 

  令和７年度特別会計当初予算    4006億円 

  令和７年度事業会計当初予算     3089億円 

        合  計             1兆 9761億円 

   

３．議会    条例定数 68 

６常任委員会（総務、財政市民、文教、厚生、建設、経済観光） 

         

４．視察事項  市立札幌病院における医療ＤＸの推進と中期経営計画について 

 

（１）視察目的 

市立札幌病院は、672床の病床を有する地域の中核病院である。令和５年度決算に

おいて、補助金の減少等により経常収支が 15.9億円悪化したことを受け、令和６年

度は経営改善策の効果検証とともに、次期中期経営計画（令和７年度から令和 12年

度）の策定が進められた。施設の再整備については、令和６年 12月の審議会におい

て、機能強化や工期等を考慮した現地建て替えの方向性が示される一方、厳しい経営

状況を踏まえた事業精査の必要性も付記された。令和７年度からは、医療ＤＸの推進

等を柱とした新たな中期経営計画に基づき、経営健全化と施設整備に向けた取組が

本格化している。 

本市においても、公立病院の経営健全化や施設の老朽化への対応、デジタル化によ

る業務効率化が喫緊の課題となっている。市立札幌病院における、厳しい財務状況下

での再整備手法の決定プロセスや、令和７年度から始動した新計画に基づく具体的

な経営改善策および医療ＤＸの活用事例を調査することで、今後の本市病院事業の

在り方を検討していく上での参考とすべく視察を行った。 
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（２） 医療ＤＸ推進の体制と先進技術の導入 

市立札幌病院では、経営黒字化に向けた最重要目標として「デジタル技術による徹底

した業務効率化」を掲げている。推進体制としては、院内システム担当（４名体制）

が中心となり、３か月に１回開催するシステム定例会において、医師・看護師・事務

職員等で意見交換を行いながら、現場ニーズの高い部署へ集中的に投資を行ってい

る。具体的な導入技術として、以下の３点が説明された。 

○ＲＰＡ（ロボットによる業務自動化）： 現在 12業務で稼働し、年間 545時間の作業

時間を削減している。作成費用と人件費削減効果を検証し、効果が見込めるものから

順次開発を進めている。 

○音声入力システム： 看護師 50台、医師 12台を導入。「メモを取らずにその場で記

録できるため、診療報酬の算定漏れ防止や記録の質向上につながっている」との報告

があった。 

○ 生成ＡＩ（令和８年度導入予定）： 医療文書作成支援や院内ヘルプデスク用チャッ

トボットを導入予定。担当者は「誤情報対策として、参照データを院内の電子カルテ

情報のみに限定する仕組みを採用する」と説明しており、安全性を確保したクラウド

環境での運用を準備している。 

（３）電子カルテ更新とマイナンバーカード利用促進 

  

基幹システムである電子カルテについては、令和５年にＮＥＣ製パッケージシステ

ムへ更新した（約 17億円）。更新にあたっては、システム全体を一括発注するのでは

なく、ＰＣ端末やネットワーク等を分割して入札にかけることで競争性を働かせ、コ

スト抑制を図った経緯が説明された。次回更新（令和 11年頃）では、国の標準型電子

カルテの動向や、病院建替計画との整合性を考慮するとしている。また、マイナンバ

ーカードの利用促進については、顔認証付きカードリーダーを８台設置し、電子カル
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テとの連携を強化した。担当者によると、「連携前は利用率が５％程度だったが、シス

テム連携と周知により、令和６年 10月には 49％まで急伸した」とのことであり、国

の施策と連動した成果が数値に表れている 

５．委員からの質疑 

Ｑ．全国的に公立病院の経営環境が厳しさを増すなか、一般会計からの繰入金の確保に

向けた財政当局との調整状況、および繰入手法の見直し等はどのように取り組んで

いるのか。 

Ａ．繰入金の算定にあたっては、算定基準の解釈を含め、合理的な積算根拠に基づき財

政当局と緊密に協議を行っている。具体的には、従来の収支差補塡式による繰入を見

直し、地方交付税の算定単価に基づく方式を導入した。これにより、救急医療等の実

績向上に伴う増収分が繰入金の減額によって相殺されず、病院側の経営努力が適切

に反映される仕組みへと改善を図った。また、財政当局の深い理解のもと、経営改善

に資する事業については基準外繰入による財政支援を受けるなど、適宜調整を図り

ながら安定的な経営基盤の確保に努めている。 

Ｑ．厳しい経営状況を打開するため、院内プロジェクトチーム等、職員の意識改革に向

けて何か取り組んでいるのか。 

Ａ．事業管理者および院長の主導の下、「救急・手術」「地域連携」「病床調整」といっ

た病院経営の重点項目ごとにプロジェクトチームを組織し、月例会議等を通じて

日々業務改善に取り組んでいる。しかし、経営層の理念やプロジェクトの成果が全職

員へ十分に周知・共有されていないため、改善の余地があると認識している。今後

は、組織の末端まで情報と意識を浸透させるための周知手法を工夫し、病院一丸とな

った経営改善体制を構築していく。 

Ｑ．院内の情報システム部門におけるＲＰＡの導入プロセスおよび業務分担、特にロボ

ットの開発・保守体制の現状はどのようになっているか。 

Ａ．導入にあたっては、院内から約 110件の要望を抽出し、効果が高いものから優先し

て進めている。ロボットの作成は外部業者に委託しているが、職員も開発の過程に参

加することで、修正や管理のノウハウを学んでいる。ＲＰＡは、パソコン上の環境が

少し変わるだけでも停止しやすい性質があるため、トラブル発生時に業者任せにせ

ず、院内職員の手で即座に復旧できる体制を整えている。 

Ｑ．ＲＰＡ導入に伴うライセンス費用等の維持管理コストと、現時点での約 545時間と
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いう削減効果を鑑みた費用対効果の検証状況、および今後の導入判断基準について

伺いたい。 

Ａ．現在導入しているソフトウェアの月額利用料は約 20 万円であり、これに開発に係

る技術者の人件費等を加えた総コストに対し、医師や薬剤師、看護師等の専門職にお

ける時間外勤務手当の抑制効果を比較検証している。具体的な採択基準としては、シ

ステムの利用期間を７年と想定した上で、概ね２年以内の投資回収が見込める案件

を優先している。現時点では、年間 100 時間から 200 時間程度の削減に寄与する業

務を導入の目安としており、専門職の業務負担軽減に資する効果的な運用に努めて

いる。 

Ｑ．情報システム更新時における事業者の選定手法について確認したい。 

Ａ．更新時は、職員による操作性評価を経た総合評価一般競争入札を実施している。大

規模病院向け事業者は国内数社に限られるなか、直近の更新では他社の辞退により

１社応札となった。過去には複数社の競り合いによりコストを抑制した実績もあり、

今後も公平かつ競争性のある環境構築に努めていく。 

Ｑ．ヘルプデスクの運営体制はどのようになっているか。また、生成ＡＩ導入による業

務改善にはどのような狙いがあるのか。 

Ａ．直営職員と委託業者の併用体制により、院内職員からのシステム照会に対応してい

る。現在、１日平均約 40件の入電があるが、システム更新時等の過重負荷による離

職が課題となっている。今後は生成ＡＩチャットボットの活用により、定型的な照会

対応の自動化を図ることで、業務負荷の軽減と職場環境の改善を進め、職員の離職防

止につなげていく。 

 

６．委員会としての所感 

 市立札幌病院は、地域の中核病院として現地建て替えという大きな決断を下す一

方で、医療ＤＸや経営改善に積極的に取り組んでおり、その姿勢は非常に参考になっ

た。 

 特に印象的であったのは、一般会計からの繰入金算定に単価差を導入し、病院側の

経営努力を適切に評価する仕組みである。これにより、現場の意欲向上と財務基盤の

安定を両立させる手法は、極めて合理的であると感じた。また、ＲＰＡ導入に際して

投資回収２年以内という明確な判断基準を設け、生成ＡＩによるヘルプデスクの負

担軽減を図るなど、実利を重視した医療ＤＸの推進も学ぶべき点が多い。 

 本市においても、病院の老朽化対策や経営の効率化は喫緊の課題である。札幌市の
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事例を参考に、数値に基づいた効率化と職員の意識改革を並行して進め、質の高い医

療サービスを継続できる体制構築を目指し、議会として取り組んでいきたい。  
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（千歳市） 

１．市勢    市制施行 昭和 33年７月１日 

  人  口 96,503人（令和７年４月１日付） 

  面  積 594.50平方キロメートル 

 

２．財政    令和７年度一般会計当初予算   595億 1,916万円 

  令和７年度特別会計当初予算  186億 2,662万円 

        令和７年度企業会計当初予算   221億 1,350万円 

合  計                1,002億 5,928万円 

   

３．議会    条例定数 23 

３常任委員会（総務文教、厚生環境、産業建設） 

         

４．視察事項  ラピダス社の工場誘致とその影響について 

 

（１）視察目的 

 ラピダス株式会社は、トヨタ自動車やソニーグループなど国内主要８社の出資に

より令和４年に設立された、次世代半導体の国産化を目指す国策企業である。同社

は、世界でいまだ実現されていない回路線幅２ナノメートル世代の先端半導体の量

産化を目標とし、隣接する千歳市の工業団地、千歳美々ワールドに製造拠点ＩＩＭを

建設中である。令和９年からの量産開始を計画しており、プロジェクト全体の投資額

は５兆円規模と見込まれている。千歳市が建設地に選ばれた背景には、広大な用地、

豊富な水資源や再生可能エネルギーのポテンシャルといった安定したインフラ、若

年層を含む人材確保の優位性などが挙げられている。 

本市においても、地域経済の活性化や新たな産業の創出が重要な政策課題となる

中、大規模な産業集積に伴う地域への影響や、企業誘致における競争力の確保といっ

た観点は、今後の施策展開を考える上で有益な示唆を与えるものと考えられる。ラピ

ダス社の大規模プロジェクトが地域に与える経済波及効果や、企業が立地を決断す

るに至った千歳市のインフラ・人材面での優位性に関する取組、および地元自治体と

しての支援策について調査し、本市の産業政策や企業誘致の参考とするため視察を

行った。   
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（２） プロジェクト概要とスピード感あるインフラ整備 

 

 

国家プロジェクトである次世代半導体製造拠点、ラピダス社の建設が、新千歳空港隣

接の千歳美々ワールドで進められている。令和７年４月の試作ライン稼働、令和９年の

量産化という極めてタイトなスケジュールに対応するため、市は次世代半導体拠点推進

室を設置し、国や北海道と連携して対応している。  

特に課題となった水資源について、担当者は「試作ライン用の上水道（日量 4000㎥）

は既に整備したが、量産時には桁違いの水が必要になる」と説明。これに対応するため、

苫小牧地区工業用水道から約 22kmの導水管を引く大規模工事や、下水処理場の拡張を、

国の地域産業構造転換インフラ整備推進交付金を活用して迅速に進めている現状が報

告された。 
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（３） 建設作業員の受入と交通渋滞対策 

 

工場建設のピーク時には約 4800人の作業員が従事した。担当者の説明によると、「市

内の賃貸物件が逼迫したため、工業団地内に約 1000 人収容の仮設宿舎を設置して対応

した」とのことである。 

懸念された交通渋滞については、徹底した車両流入規制が行われた。具体的には、作

業員の自家用車通勤を禁止し、市内数か所からの大型バス輸送に限定したほか、工事車

両の動線を左折入場・左折退場に固定することで滞留を防いだ。この結果、目立った渋

滞や市民からの苦情はほとんど発生していないという成果が報告された。 

 

（４） 経済波及効果と将来ビジョン 
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ラピダス社進出に伴う波及効果として、令和７年 12月時点で関連企業 45社が立地を

決定している。これに伴い、市内ではこの２年間で 2200戸以上の賃貸住宅が建設され、

ホテル客室数も約３割増となる建設ラッシュが起きている。 

市は将来人口のピークを 10万２千人規模と予測しているが、担当者は課題として「家

賃や地価の上昇など、市民生活へのマイナス影響も一部出ている」と指摘。市民理解を

促進するため、将来的な財政基盤の強化や商業活性化といったメリットを丁寧に説明し、

理解を求めていく姿勢が示された 

 

５．委員からの質疑 

Ｑ．２ナノメートル世代の先端半導体の量産化による国際的な優位性および市場での位

置付けについて伺いたい。 

Ａ．現在、当該分野ではＴＳＭＣ社が世界をリードしているが、特定企業への供給依存

には地政学的なリスクが伴う。リスク分散の観点からも、ラピダス社の参入は国際的

に極めて重要である。２ナノメートル世代の技術を確立することで、世界のトップ企

業と匹敵する技術力を確保し、安定的な供給拠点としての役割を担うことを目指し

ている。 

Ｑ．ラピダス社の進出用地について、造成を行わず素地のまま譲渡したのか。 

Ａ．当該地はオーダーメイド型の分譲を想定し、市が第２期事業用地として保有してい

たものである。ラピダス社が求める大規模な用地需要と厳格な建設工期に対応する

ため、市による造成期間を省き、素地の状態で譲渡することで迅速な事業着手を優先

した。 

Ｑ．貴市主導による工業団地造成の実施体制および開発手法について詳細を聞かせても

らいたい。 

Ａ．土地開発公社の解散に伴い、現在は市が直接開発を担っている。専門的な知見を補

完するため、昨年度に新組織を立ち上げ、体制強化を図った。国有地の取得にあたっ

ては、単純な随意契約が困難であり、国から市、市から民間への譲渡が転売と見なさ

れるという制約がある。そのため、市が都市計画を主体的に策定し、法的な整理を行

うことで円滑な用地確保を進めている。なお、基盤整備の完了は令和 10年度を予定

しており、量産開始時期である令和９年との時間差を埋める工程管理が喫緊の課題

となっている。 
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Ｑ．事業の不確実性や進出確定前の用地取得に対し、議会から慎重論や批判はなかった

のか。 

Ａ．議会からはむしろ、対応の遅れによる商機逸失や経済効果の減少を懸念し、早期対

応を求める声が多数寄せられた。本件が国策事業であるという重要性も鑑み、議会か

らは強い後押しを受けている。 

Ｑ．市内３か所の工業団地で、今後の立地需要を十分に賄えるのか。 

Ａ．半導体関連のみならず周辺産業からの引き合いも強く、将来的な用地不足を予見し

ている。民間による開発意欲も高いが、半導体製造に不可欠な膨大な給排水インフラ

の整備が最大の課題となっており、現在はその対応を最優先に進めている。 

Ｑ．今後の国有地取得の見通しと開発の課題は何か。 

Ａ．市内には活用可能な国有地がいまだ存在するが、開発にはインフラ整備が前提とな

る。今後は、事業進展に伴う税収増を整備財源に充てていく考えである。なお、本市

は防衛施設が多数所在する特性上、土地利用に一定の制約を伴う点に留意が必要で

ある。 

Ｑ．公立千歳科学技術大学の経営状況および運営支援の現状について伺いたい。 

Ａ．入学定員は概ね充足しており、経営は健全に維持されている。市からの運営費交付

金等による支援を継続する一方、半導体関連の人材育成を強化するため、クリーンル

ームの増設等、戦略的な設備投資に対しても重点的な支援を行っている。 

 

６．委員会としての所感 

 千歳市における次世代半導体の国産化を目指すラピダス社のプロジェクトは、国

策としての重要性に加え、地方自治体が担うべきスピード感ある対応の好例である

と感じた。 

 特に印象的であったのは、同社の厳格な建設工期に応えるため、市が新組織を立ち

上げ、造成工事を待たずに素地の状態で土地を譲渡するという異例の迅速な対応を

断行した点である。議会側においても、事業の不確実性を危惧する以上に、商機の逸

失を懸念し、行政の背中を押す形で一体となってプロジェクトを推進した姿勢は、本

市においても参考とすべきものである。 

 また、半導体製造に不可欠な膨大な給排水インフラの整備を最大の課題ととらえ、

将来の税収増を財源に充てるという確固たる見通しの下、着実に整備を進めている。

同時に、地元の公立大学への設備投資支援を通じて、地域内で専門人材を育成・供給

する循環を構築している点も、持続的な産業集積を支える基盤として重要であると
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再認識した。 

 今回の視察で得た、官民一体となった迅速な意思決定プロセスや戦略的な支援体

制を参考に、本市の産業政策の効果的な推進につなげていきたい。 


